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国
保
は
病
気
や
け
が
な
ど

に

備
え
る
た
め
の
保
険
制
度

　

国
保
は
、
万
が
一
病
気
や
け
が
を
し
た

と
き
に
安
心
し
て
医
療
が
受
け
ら
れ
る
よ

う
に
、
加
入
者
が
負
担
金（
国
保
税
）を
出

し
合
い
、
互
い
に
助
け
合
う
制
度
で
す
。

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
や
職
場
の
健
康
保

険
な
ど
に
加
入
し
て
い
な
い
人
を
対
象
と

し
、
市
区
町
村
が
運
営
し
て
い
ま
す
。
現

在
、
上
尾
市
の
国
保
に
は
約
６
万
４
千
人

（
３
万
６
千
世
帯
）が
加
入
し
て
い
ま
す
。

国
保
は
特
別
会
計
で
運
営

　

国
保
は
、
一
般
会
計
と
は
別
に
、
特
定

の
歳
入（
国
保
税
な
ど
）を
特
定
の
歳
出

（
医
療
費
な
ど
）に
充
て
る
特
別
会
計
で
運

営
し
て
い
ま
す
。
国
保
の
大
き
な
目
的

は
、
加
入
者
の
医
療
費
を
負
担
す
る
こ
と

で
す
。
医
療
費
は
①
国
保
税
②
国
・
県
か

ら
の
補
助
金（
公
費
）――
な
ど
を
主
な
財

源
と
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
こ
れ
ら
の

財
源
だ
け
で
は
、
年
々
増
加
す
る
医
療
費

を
賄
い
き
れ
な
い
た
め
、
一
般
会
計
か
ら

の
繰
入
金
で
補
填て

ん

し
運
営
し
て
い
る
の
が

現
状
で
す
。

医
療
費
増
が
厳
し
い

国
保
財
政
の
原
因
に

　

国
保
財
政
が
厳
し
い
主
な
原
因
に
は
、

次
の
こ
と
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

①
加
入
者
の
高
齢
化
に
よ
る
医
療
費
の

増
加

②
医
療
技
術
の
高
度
化
に
よ
る
医
療
費
の

高
額
化

③
景
気
低
迷
の
影
響
を
受
け
た
、
国
保
税

収
の
低
下（
図
１
参
照
）

国
保
財
政
の
健
全
化
に
向
け
て

　

市
で
は
、
国
保
財
政
の
健
全
化
に
向
け

次
の
よ
う
な
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
を

行
っ
て
い
ま
す
。

①
国
や
県
に
対
し
て
、
財
政
支
援
策
な
ど

の
制
度
改
善
を
要
望

②
国
保
税
の
収
納
率
向
上
を
目
的
と
し
た

口
座
振
替
・
コ
ン
ビ
ニ
収
納
の
推
進
や
、

納
税
相
談
な
ど
の
強
化

③
医
療
費
削
減
を
目
的
と
し
た
加
入
者
向

け
の
生
活
習
慣
病
予
防
対
策
事
業
な
ど
の

充
実一

般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ
増
大

　

平
成
21
年
度
の
国
保
特
別
会
計
決
算
で

は
、
歳
入
総
額
２
０
９
億
４
千
５
０
０
万

円
の
う
ち
、
国
保
税
は
52
億
６
千
６
０
０

万
円
と
わ
ず
か
25
㌫
で
、
一
方
の
繰
入
金

は
21
億
９
０
０
万
円
と
10
㌫
に
も
達
し
て

い
ま
す（
図
２
参
照
）。
本
来
、
一
般
会
計

は
福
祉
・
教
育
・
道
路
整
備
な
ど
市
民
全

体
の
た
め
に
有
効
に
使
う
べ
き
も
の
で
、

特
別
会
計
に
繰
り
入
れ
る
の
は
制
度
上
好

ま
し
く
あ
り
ま
せ
ん
。

軽
減
割
合
を
７
・
５
・
２
割
へ

　

こ
の
よ
う
な
状
況
か
ら
、
今
回
国
保
税

を
改
定
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
改
定

年５千円（平等割）引き上げ
軽減割合と対象世帯を拡大

　昨年の12月定例市議会で、国民健康保険（国保）税条例の一部を改正
する条例案が可決され、４月から国保税を改定することになりました。
今号では、国保の仕組みや国保財政の現状と合わせて、国保税の改定
のあらましをお知らせします。

国民健康保険税を改定します
４月から
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保険給付費
13790
(68％)

後期高齢者
支援金等
2732
（13％）

共同事業
拠出金
2059
（10％）

介護納付金
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【図１】保険給付費・国保税の決算額の推移【図2】平成21年度国保特別会計決算の状況

生活習慣病予防のための「運動教室」



●例１　夫（42歳）営業所得300万円・妻（40歳）所得
なし・子ども1人・固定資産税6万円の場合

●例2　夫（38歳）給与収入260万円・妻（37歳）給与
収入70万円・子ども2人・固定資産税なしの場合

→5割軽減

●例3　夫（65歳以上）年金収入225万円・妻（65歳未
満）年金収入80万円・固定資産税なしの場合

→2割軽減

※介護分とは、40～64歳までの加入者が負担する保険料です。
・所得割…世帯の所得に応じて計算
・資産割…世帯の固定資産税額に応じて計算
・均等割…世帯の加入者数に応じて計算
・平等割…１世帯当たりの額
※合計額が限度額を超えるときは、限度額が保険税となります。

【表2】軽減割合の改定（均等割額・平等割額） 【表１】国保税の改定内容

世帯主と加入者の前年中の所得額の
合計 22年度 23年度

33万円以下 6割 7割
33万円＋(24.5万円×世帯主を除く
被保険者と特定同一世帯所属者の合
計人数）以下

4割 5割

33万円＋(35万円×被保険者と特定
同一世帯所属者の合計人数）以下 ― 2割

（新設）

区　　分 22年度 23年度 増減

医療分

所得割 6.8％ 据え置き ―
資産割 30％ 据え置き ―
均等割 １万円 据え置き ―
平等割 １万円１万5千円 5千円
課税限度額① 47万円 50万円 3万円

後期高齢者支援分
所得割 1.5％ 据え置き ―
均等割 8千円 据え置き ―
課税限度額② 12万円 13万円 １万円

介護納付金分
所得割 1.0％ 据え置き ―
均等割 9千円 据え置き ―
課税限度額③ 9万円 10万円 １万円

課税限度額合計
（①＋②＋③） 68万円 73万円 5万円

改定前 改定後 増減額
34万8200円 35万3200円 5千円

改定前 改定後 増減額
19万600円 17万8200円 △1万2400円

改定前 改定後 増減額
9万3200円 8万8千円 △5200円

【表3】国保税の計算例

市 政
ニュース
市 政
ニュース
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の
詳
細
は
、
表
１
・
２
の
と
お
り
で
す
。

　

改
定
前
と
比
べ
る
と
、
医
療
分
の
平
等

割
を
年
間
５
千
円
増
額
し
ま
し
た
。
ま
た

軽
減
割
合
を
７
・
５
・
２
割
へ
と
拡
大
し

た
こ
と
に
よ
り
、
国
保
税
の
減
額
さ
れ
る

世
帯
が
増
え
ま
す（
表
２
・
３
参
照
）。
課

税
限
度
額
に
つ
い
て
は
、
国
の
基
準
に
合

わ
せ
、
表
１
の
と
お
り
に
そ
れ
ぞ
れ
改
定

し
ま
し
た
。

　

日
頃
の
生
活
習
慣
の
見
直
し

医
療
機
関
の
適
正
な
受
診
を

　

一
人
一
人
が
日
頃
か
ら
生
活
習
慣
や
医

療
機
関
の
受
診
の
仕
方
を
見
直
す
こ
と

で
、
医
療
費
を
削
減
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。
常
に
心
身
共
に
健
康
な
生
活
が
送
れ
る

よ
う
、
次
の
こ
と
を
心
掛
け
ま
し
ょ
う
。

○
規
則
正
し
い
生
活
と
適
度
な
運
動
で
健

康
な
体
を
つ
く
り
ま
し
ょ
う

○
年
１
度
の
特
定
健
康
診
査
で
、
病
気
の

早
期
発
見
・
早
期
治
療
に
努
め
ま
し
ょ
う

○
安
易
な
重
複
受
診
は
し
な
い
よ
う
に
し

ま
し
ょ
う

○
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク（
後
発
）医
薬
品
を
積
極

的
に
利
用
し
ま
し
ょ
う

3月31日終了
上尾駅西口レンタサイクル
⇨市民安全課（ 775－5138 ･ 775－9927)

　上尾駅西口レンタサイクルは、3月31日（木）で終了
になります。長い間ご利用いただき、ありがとうござ
いました。利用していただいた皆さんには、ご不便を
お掛けしますが、事業終了にご理解くださるようお願
いします。
▶受付期限　定期利用／3月10日（木）まで、一時利用
／3月31日（木）まで　
※当日午後8時30分までに返却してください。

貸自転車の一時利用
あげおサイクルポート西
⇨上尾都市開発㈱（ 775－8001 ･ 775－8004)

　貸自転車（レンタサイクル）の一時利用を新たに始め
ます。
▶開始日　4月１日（金）　▶ところ　あげおサイクル
ポート西（柏座1-13、 773－4806)　▶対象　12歳以
上で、自転車の利用に安全上支障のない人　※小学
生は利用できません。　▶利用時間　毎週月～金曜日
午前9時～午後5時（祝日、年末年始を除く）　▶使用
料　１回300円　▶申し込み　運転免許証、健康保険
証、学生証などの身分を証明するものを用意して、直
接あげおサイクルポート西へ
※定期利用は取り扱っていません。

⇨市民安全課（ 775－5140 ･ 775－9927)

　市と東京電力株式会社さいたま支社は「大規模災
害時等における電力復旧等に関する協定」を2月7
日に締結しました。
　これは市内で地震、風水害その他の災害により大
規模な停電事故が発生した場合、いち早く電力を供
給して市民生活を早期に安定させるためのもので
す。市の防災行政無線による停電情報の広報、同社
さいたま支社からの支援物資の無償提供、市の施
設・駐車場などの使用を定めています。

「大規模災害時等における電力
復旧等に関する協定」を締結

協定書を携える東京電力㈱さいたま支社の伊東支社長
（左）と島村市長

4月１日
開始


